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福岡市は、北に博多湾や玄界灘、南に脊振・三郡山系や油山など、海と山に囲まれ、また、

これらを幾筋もの川やみどりの丘がつなぐ、豊かな自然に恵まれた都市です。 

古くから、アジアをはじめ世界中から様々な人や物が行き交う、賑わいと活気あふれる交

流拠点として栄えた商業中心の都市で、戦後の高度経済成長期においても、国内の多くの工

業都市が経験したような深刻な公害問題に直面することはありませんでした。 

しかしながら、人口増加に伴う社会基盤整備が進むにつれ、大気汚染や水質汚濁、廃棄物

や交通渋滞など、都市特有の環境問題や水不足の問題が生じました。これに対して先達たち

は、廃棄物埋立技術「福岡方式＊」の共同開発や、配水調整システム＊、下水再生水技術の導

入による節水型都市づくりなど、様々な工夫と努力によって、環境に優しいまちづくりを進

めてきました。 

そして、現在では、九州の中枢都市として、高度な都市機能を維持しつつも、自然の恵み

に育まれた歴史や食文化が根付いた「住みやすい」都市として、国内外から高い評価を受け

ています。 

我々現在世代は、この「住みやすさ」を維持するだけでなく、「新しい価値＊＊を生み出し、

成長を続ける都市」、「誰もが豊かで快適に暮らすことができる持続可能な社会」を実現し、

将来の世代に受け継いでいかなければなりません。そのためには、これまで以上に環境に配

慮したまちづくりを進める必要があります。 

本市を取り巻く環境問題は、ごみ等の身近なものから、地球温暖化や黄砂影響など地球規

模のものまで広がっており、さらに、昨年の東日本大震災により脆弱性が顕在化したエネル

ギー問題も含め、複雑・多様化しています。したがって、本ビジョン策定により、これらに

関連する社会・経済の情勢も含め、長期的展望に立った環境都市づくりの道標を定め、「と

きを超えて人と環境が共に生きるまち」を実現します。 

 

策定の背景・目的

**新しい価値：本ビジョンで定める将来像の実現に向けた様々な取組みを行うことによって、人々の生活の質

の向上をもたらすことが「新しい価値」。生活の質の向上には、環境面の価値だけでなく、経済発展や地域社

会の活性化なども含まれる。 
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本ビジョンでは、現行の福岡市環境基本計画（第２次：平成 18 年策定）の「めざすべき

姿」などを引き継ぎながら、一方で、社会・経済と環境の統合的向上による新たな価値の

創出を目指しています。そのため、従来の環境分野に比べ、安全・安心、ビジネス、交通、

教育等の社会・経済の要素もより幅広く取り込む形で、2050 年の将来像を設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、環境基本計画や環境分野の個別計画だけでなく、地域社会のあり方や経済活動に

深く関係する他の行政分野の計画においても、今後、策定・改定を行う際に本ビジョンが

環境都市づくりの面で指針となるものと位置づけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビジョンの位置づけ

福岡市新世代環境都市ビジョンの位置づけ 

新世代環境都市ビジョンの取り扱う環境分野の範囲 

 

 

 

 

これまでの 

環境分野の範囲 

ビジネス  

観光 

交通 
教育  

安全・安心

環境にやさしい都市をめざす
福岡市民の宣言

福岡市新世代
環境都市ビジョン

福岡市環境基本計画

福岡市総合計画

他の行政分野の計画
○福岡市都市計画マスタープラン
○福岡市都市交通基本計画
○福岡市新緑の基本計画
○福岡市下水道ビジョン2018
○社会資本総合整備計画
○福岡市国際化推進計画
○博多港港湾計画
○アイランドシティ事業計画
○福岡市農林業総合計画
○福岡市水産業総合計画
○福岡市水道長期ビジョン

福岡市環境基本計画に基づく部門別計画
○新循環のまち・ふくおか基本計画
（福岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画）
○福岡市地球温暖化対策地域推進計画
○福岡市自動車交通公害防止計画
○博多湾環境保全計画
○福岡市環境教育・学習計画

その他　指針など
○生物多様性　ふくおか戦略
○福岡市次世代自動車普及促進ビジョン
○福岡市役所環境保全実行計画
○福岡市環境配慮指針
○アイランドシティ環境配慮指針

福岡市環境基本条例
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    第第１１章章    

福福岡岡市市をを取取りり巻巻くく脅脅威威～～将将来来予予測測かかららわわかかるるこことと～～  

 

１-１  5B5B5B様々な将来予測からわかる福岡市を取り巻く脅威 

 

2050 年の福岡市の将来像を描くためには、長期的に福岡市を取り巻く外的環境がど

のように変化するのか、どんな脅威となるのかを把握する必要があります。したがっ

て、本章では既存知見、研究結果等を基に 2050 年ごろの社会の姿を想定しています。 

 

2050 年、世界人口は、91.5 億人、日本は 9 千 5 百万人、福岡市は 

157 万人 

 

2011 年 10 月、世界人口はついに 70 億人を突破しましたDDD

1
DDD。世界人口は 2050 年に

91.5 億人に達する予想であり、これから 40 年間で約 20 億人増えると予想されてい

ます 2。 

世界の地域別人口の推移をみるとその割合は大きく変動します。アジアの人口は、

41 億 6700 万人（2010 年）から 52 億 3100 万人(2050 年)に増加します 2。 

一方、日本の人口は、2010 年に 1億 2,700 万人ですが、2050 年には 9,500 万人に

なることが予測されており、これから 40 年間で約 3,200 万人、約 25％減少するこ

とになりますDDD

2
DDD。また、日本の高齢化率（65 歳以上の高齢者人口が総人口に占める

割合）は、23.3％（2011 年）DDD

3
DDDから 39.6％（2050 年）DDD

4
DDDへと約 1.7 倍に増加すると

推計されています。 

2025年から2030年の人口増加率の推移をみると、日本国内の多くの県で人口が4％

以上減少するものの、福岡県では減少は 3.1％と予測されており、人口の減少率が

比較的低くなっていますDDD

5
DDD。 

福岡市の人口は 2010 年の約 146 万人から増加するものの、2035 年頃にピークを

迎え、2050 年には約 157 万人になると見込まれていますDDD

6
DDD。 

さらに、2005 年を起点とした時、2030 年の福岡市の人口は 14％増加し（図 1-1

参照）、福岡都市圏全体でも 12％増加すると予測されているものの 6、北九州市で

は 18％、大牟田市では 31％人口が減少するなど福岡市周辺都市と対照的な結果とな

っていますDDD

7
DDD。また、福岡市の高齢化率は、17.6％（2010 年）から 34.3％（2050 年） 
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に増加すると推計されており 6、着実に高齢化も進んでいきます。 

 

 

2050 年、世界経済の中で日本の相対的な地位の低下 

 

2000 年代、主要国の

GDPが微増傾向にある中、

日本のGDP＊＊はほぼ横ば

いの状況にありDDD

8
DDD、1 人

当たりのGDPについても

OECD加盟国の中で 2002

年の 7 位から 2010 年に

は14位となりましたDDD

9
DDD。 

また、2050 年までの

主要国等のGDPの将来推

計を見ると、2030 年ま

でには中国が米国のGDP

を、インドが日本のGDP

を越え、更に 2050 年に

は中国、米国、インドな

どのGDPから日本は大きく引き離されるという予測があり XXX

8
XXX、アジアの台頭が目立つ

一方、今後GDP比較による日本の相対的な地位は大幅に低下していくと想定されます。 

都市レベルで見ても、福岡市単独のGDPが日本のGDPと同様の伸び率を示すと仮定

国内総生産(米ドル表示）

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 年

（10億ドル）

日本 インド

韓国    中国

アメリカ合衆国 ブラジル

日本

米国

中国

インド

ブラジル

韓国

図 1-2 2050 年の主要国の GDP（国内総生産） 
出典：｢科学技術に関する基本政策について｣ 

（2010 年,総合科学技術会議）より作成 

252 231 205 191 188 192 201 204 201 189 176 168 165 164

816 886 933 968 984 998 1,002 996 996 993 975 937 901 870

91
113 142 178 213 254 322 367 395 422 454 497 524 5391,160
1,237

1,285 1,341
1,401

1,464 1,525 1,568 1,592 1,604 1,606 1,601 1,590 1,573

0

1,000

2,000

1985
(S60)

1990
(H2)

1995
(H7)

2000
(H12)

2005
(H17)

2010
(H22)

2015
(H27)

2020
(H32)

2025
(H37)

2030
(H42)

2035
(H47)

2040
(H52)

2045
(H57)

2050
(H62)

0-14歳 15-64歳 65歳以上

（年）

推計人口人口実績

図 1-1 福岡市の人口推移と推計人口（1985 年～2050 年） 
出典：「福岡市の将来人口推計」（2012 年,福岡市） 

**GDP：ここでは、１年間の日本国内の生産を金額に換算したものを指す。（名目 GDP） 
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した場合、一人当たりのGDPについてもアジア諸都市の伸び率がより高まり、都市に

よっては福岡市のGDPと同程度となったり、福岡市よりも高いGDPとなるという予測

がありますDDD

10
DDD。都市に集まる富の量が相対的に小さくなると、環境都市づくりに必

要な人材が他都市に流出したり、環境都市づくりのノウハウの蓄積の面で後れを取

ってしまう可能性があります。 

 

 

2050 年、世界人口の増加により、エネルギー、食料、水資源の争

奪戦に 

 

2050年までの世界のエネ

ルギー需給シナリオの一例

では、今後 2050 年までの間

に、アジア諸国を中心とし

た人口増加や経済成長によ

りエネルギー消費量は急速

に拡大し、石油等の資源消

費も増大することから需給

の逼迫・エネルギー価格の

高騰等が懸念されるとして

います DDD

11
DDD。また、世界のエ

ネルギー消費量の割合は新

興国の台頭により大きく変化すると予測されており、2030 年には、中国が世界のエ

ネルギー消費の約 4 分の 1 を占め、世界一になる一方で、日本の割合は 3％になる

と予測されていますDDD

12
DDD。エネルギー資源に乏しく、原子力エネルギーを見込んでも

エネルギー自給率は 18％に過ぎない日本 12では、限りあるエネルギー資源の安定的

な確保は今後一層厳しくなっていくと考えられます。 

世界での食料供給という面では、開発途上国を中心として 2050 年の世界人口は

91.5 億人に増加するという予測があるなかで、砂漠化の進行等の影響で生産の大幅

な増加が困難であるという課題や、気候変動の影響により食料生産量が減少する可

能性が指摘されています。これらのことから、今後食料の安全保障が多くの国で達

成されない可能性がありますDDD

13
DDD。 

また、世界での水資源という面では人口が増え続け、かつ利用できる水源が汚染

されるにしたがい、利用可能な一人当たり水資源量が、近い将来減少する可能性が

あります。人口増加のみを考慮した場合でも 1995 年時点で強い水ストレス＊の下で

暮らす人々は約 14 億人とされていますが、2050 年には 1.9 倍の、約 26.6 億人とな

るという推計もあります。このように、21 世紀中に世界の水危機が到来する可能性

が懸念されています 13。 

図 1-3 世界のエネルギー消費量 
出典：「エネルギー白書 2011」(2011 年,経済産業省) 
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また、九州においても地球温暖化による渇水の増大や水質汚濁による影響もある

とされ、2030 年代には、福岡市を含む九州北部から九州中部を含む広大な水田地域

で水不足に陥ると予測した研究例もありますDDD

14
DDD。 

こうしたことから、大都市でありエネルギー、食料、水を外部に大きく依存して

いる福岡市でも、これらの安定的な確保が難しくなる可能性が考えられます。 
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2050 年、地域社会の活力の維持・向上が課題 

 

先進諸国における高齢化率をみると、日本は 2005 年において最も高い水準となって

おりDDD

15
DDD、世界のどの国も経験したことのない超高齢社会＊を現在迎えています。高齢化

率の上昇は、医療費・社会保障費の増加と現役世代への負担増加につながり、現役世

代の労働意欲を減退させるなど、社会の活力の低下につながり、経済の活性化が阻害

されることが懸念されていますDDD

16
DDD。 

今後、労働力の低下や所得減少による貯蓄率の低下が起こるなど日本の経済、社会

の状況が好転しないと仮定した場合、労働生産性の伸び悩み、生産年齢人口の比率低

下、高齢化率の上昇等により、国民一人当たり実質 GDP の伸び率がマイナスに転ずる

恐れが指摘されています。それにより、地域社会においても税収の低下が想定されま

す 16。 

また、全国的に過疎市町村の面積増加が予測されており、それに伴う基礎的社会サ

ービス（上下水道・小学校・消防・医療等）の提供が困難になる地域が発生すること

も予想されていますDDD

17
DDD。福岡市でも、2050 年には高齢化が進み、人口減少に向かいつ

つあると考えられ、そのような社会では税収が減少する一方で１人当たりのインフラ

の維持費が増大する可能性もあります。 

 

図 1-5 福岡市の人口・推計人口における年齢構造の変化（1985 年～2050 年） 

出典：「福岡市の将来人口推計」（2012 年,福岡市） 

21.8
18.8

16.0
14.3
13.6
13.3
13.2
13.0
12.6
11.8
11.0
10.5
10.4
10.4

70.4
72.0

72.9
72.4

71.0
69.1

65.7
63.5
62.5

61.9
60.7

58.5
56.7
55.3

7.8
9.2

11.1
13.3
15.4

17.6
21.1

23.4
24.8
26.3
28.3

31.0
32.9
34.3

0-14歳 15-64歳 65歳以上

0 20 40 60 80 100

凡例
1985(S60)
1990(H2)
1995(H7)

2000(H12)
2005(H17)
2010(H22)
2015(H27)
2020(H32)
2025(H37)
2030(H42)
2035(H47)
2040(H52)
2045(H57)
2050(H62)

（％）

実

績

値

推

計

値

（年）



          第第１１章章  

8 

2050 年、地球温暖化が暮らしの安全・安心への脅威に 

 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）＊

の発表では、地球温暖化の影響で、極端な

高温や熱波、大雨などの極端現象が増加す

る可能性が指摘されています DDD

18
DDD。すでに、

世界各地で強い台風・ハリケーン・サイク

ロン・集中豪雨・干ばつ・熱波などの異常

気象による災害は頻繁に発生しています。 

日本でも温暖化が進行することにより異

常気象の増加が見られ、洪水リスクの増大

によるはん濫や浸水の可能性がありますDDD

19
DDD。 

さらに平均気温の予測結果では 1980～

1999年と比較して、2090～2099年には1.1℃

～6.4℃上昇すると予測され、真夏日、猛暑

日、熱帯夜といった“暑い日”の増加も予

測されており 20、熱中症のリスクが高まる

ことも予測されていますDDD

20
DDD。 

福岡市においても真夏日の日数は 2000 年の 50 日程度から 2050 年には 98 日程度

と約 2 倍に増加し、熱帯夜の日数は、2000 年の 35 日程度から 2050 年には 85 日程

度と約 2.5 倍に増加するという予測結果もありDDD

21
DDD、熱中症のリスク増加などが懸念

されます。 

 

2050 年、人間活動により自然の姿が大きく変化 

 

地球規模生物多様性概況＊第 3 版(2010 年)では、今後、過去のどの時代よりもは

るかに早い速度で種の絶滅が進行し、生息地が失われ、種の分布と豊かさが変化す

ると予測されていますDDD

22
DDD。森林面積は、過去 300 年で半分に減少しており、2000～

2050 年にかけて、先進地域で増加、途上地域で減少を続け、地球全体では、過去の

傾向である年率約0.4％から0.6％の間の速度で減少していくと予測されています13。 

自然環境を脅かす要因としては、①大規模な開発や工業化などの人間活動による

自然環境の減少、②二次林・人工林の利用縮小や耕作放棄など人間活動の縮小によ

る里地里山の環境の劣化、③外来生物による固有の生態系への悪影響がまず考えら

れますが、地球温暖化による気候変動がもたらす生態系への影響も大きな課題とし

て挙げられます。 

例えば、魚類の分布域の変化といった影響が懸念されます。北海道から九州南部

まで幅広い海域で漁獲されているヒラメの生息分布域の南限は、夏季表層水温 29℃

以下と報告されていますが、2050 年ごろには、その分布限界水温が九州地域よりも

図 1-6 九州における真夏日の増加日数
出典：「暑くなる九州－2050 年には熱帯夜が

現在の 2.5 倍以上に－」 

（2006 年, 九州大学応用力学研究所大気変動

力学研究室） 
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北上することが予測されていますDDD

23
DDD。また、海面上昇による干潟消失の可能性もあ

ります。干潟は生物多様性が高く、水質浄化機能もあるほか、憩いの場、癒しの場

として精神的、文化的価値もあります。干潟が消失するとこれらの機能も失われま

す。博多湾についても、仮に海水面が上昇した場合には、沿岸生態系への大きな影

響が懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-7 水温上昇によるヒラメ分布域の変化予測（高温期・8月） 

出典：「水産資源ならびに生息環境における地球温暖化の影響」 

(水産総合研究センター) 

※水温の凡例等解説は、福岡市作成 

短期：30年後 中期：50年後

将来予測(中期) 現状予測

将来予測(長期：中期＋1.5℃) 将来予測(短期：現状＋1.℃) 

水温 

低 高 
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    第第２２章章    

福福岡岡市市にに求求めめらられれるるこことと～～将将来来にに向向けけたた社社会会的的要要請請～～  

 

２-１  7B7B7B将来に向けた社会的要請～環境の視点から～ 

2050 年、温室効果ガス 80％削減のための革新的な取組み 

 

2009 年７月に開催された、G8 ラクイラ会議＊における、「先進国全体で 2050 年ま

でに温室効果ガスを 80％またはそれ以上削減」との目標を受け、我が国においても、

2009 年 8 月に「温室効果ガス 2050 年 80％削減のためのビジョン」DDD

1
DDDが示されました。 

80％削減の具体化のため、国立環境研究所 AIM プロジェクトチームが示した分析

結果では、エネルギー需要部門では、最終エネルギー消費が現状より４割程度削減

されていると想定されています。実現のための対策として、住宅・建築物や電子機

器の省エネ高度化、再生可能エネルギーの利用拡大により、家庭やオフィスがほぼ

ゼロエミッション＊＊になっていること、乗用車として次世代自動車＊が大幅に普及す

ることなどが挙げられています。 

一方で、エネルギー供給部門では、原子力及び再生可能エネルギーが一次エネル

ギーの約７割以上を占めるようになり、化石燃料の消費は大幅に削減されていると

想定されていますXXX

1
XXX。 

 
**ゼロエミッション（化）：エネルギー使用の削減や、再生可能エネルギーの導入により、対象物から排出さ

れる温室効果ガスが理論上ゼロとなること。ゼロエミッション住宅、ゼロエミッションビルとは、理論上温室

効果ガス排出がゼロとなった住宅、ビルのことを指す 

図2-1 2050年80％削減社会の姿 

出典：「中長期ロードマップを受けた温室効果ガス排出量の試算（再計算）」 

(2010年,国立環境研究所AIMプロジェクトチーム ) 
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しかしながら、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災後、国のエネルギー政策の根幹か

らの見直しが始まっており、同年 12 月には、「エネルギー基本計画」については『原

子力発電への依存度をできる限り低減させる』を基本的方向性とし今後議論を深め

ていくとの方針が示されましたDDD

2
DDD。これにより、供給側の化石燃料使用量は、当時の

予測より増加すると考えられます。 

このことから、福岡市においても、エネルギーの需要・供給両面からの温室効果

ガス削減に向けて、地域での再生可能エネルギー導入や、エネルギーを効率的に利

用するシステムの構築による自律分散型エネルギー社会の実現が求められます。 

 

生物多様性国家戦略・愛知目標の達成に向けて 

 

我が国では 2010 年に、生物多様性基本法*に基づき「生物多様性国家戦略 2010＊」

DDD

3
DDDが策定されました。また、同年 10 月に開催された生物多様性条約第 10 回締約国会

議（COP10）＊では特に遺伝資源へのアクセスと利益配分に関する「名古屋議定書＊」

と、2011 年以降の「新戦略計画（愛知目標）＊」DDD

4
DDDが採択されました。愛知目標では、

「2020 年までに生態系が強靱で基礎的なサービスを提供できるよう、生物多様性の

損失を止めるために、効果的かつ緊急の行動を起こす」ことを短期目標とし、｢2050

年までに、生物多様性が評価され、保全され、回復され、賢く利用されることによ

り、生態系サービス＊が保持され、健全な地球が維持され、全ての人々に不可欠な恩

恵が与えられる｣ことを中長期目標とし、さらにそれを達成するための戦略目標が設

定されました。また、生物多様性に対する都市や地方自治体による貢献の重要性が

改めて認識され、市民が自然に親しめ、生物多様性に配慮した都市環境の管理や、

市街地スプロール＊を抑制する戦略的都市及び広域土地利用計画策定などが提示され

ました。 

これらを受け、福岡市を含む全国の自治体においても生物多様性に向けた自然環

境の保全・再生や都市環境の整備などを多様な主体と連携しながら、戦略的に行っ

ていくことが求められています。 

 

循環型社会＊の形成を目指した“地域循環圏＊”の構築へ 

 

我が国では、2003 年に循環型社会形成推進基本法*に基づき、循環型社会＊の形成

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために 2003 年に第一次、2008 年に第二

次の「循環型社会形成推進基本計画」DDD

5
DDDが策定されました。「第二次循環型社会形成

推進基本計画」では環境の保全を前提とし、3R＊の推進と適正処理の実施など、循環

型社会＊の形成推進に当たって、常に持続可能な社会の構築に向けた視点を持ち、低

炭素社会に向けた取組みや自然共生社会に向けた取組みと統合した取組みを進める

ことが重要視されています。 

また、我が国では自動車、ＩＴ製品等の製造に不可欠な素材であるレアメタル等
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の資源の安定供給が喫緊の課題となっており、2009 年には資源確保やリサイクルを

含めた総合的な「レアメタル確保戦略＊」DDD

6
DDDが策定されました。 

このように世界全体で資源制約が厳しくなることが予想されるなか、有用資源の

確実な確保は我が国において重要な課題です。 

また、個々の循環資源に着目すれば、その性質ごとに最適な循環の規模は異なり

ます。「第二次循環型社会形成推進基本計画」では、それぞれの最適な規模を踏ま

え、地域の特性を活かした“地域循環圏＊”をきめ細かく構築し、循環型の地域づく

りによる活性化につなげていくことが、効果的な循環型社会＊形成に向けた課題とし

ています。また、“もったいない”の考え方に即した様々な行動が従来のライフス

タイルの転換につながるとし、今後の循環型社会＊形成に向けて重要な考え方として

います。 

市外に資源の多くを依存している福岡市では、福岡都市圏や九州地域など、より

広範囲な視点からの“地域循環圏＊”を構築するとともに、市民のライフスタイル全

体の転換を通じた循環型社会＊の形成が今後求められてきます。 

 

気候変動への適応に向けた自治体レベルの取組み 

 

2007 年、気候変動に関する政府間パネル(IPCC)＊は、「第 4 次評価報告書第 1 作業

部会報告書」DDD

7
DDDにおいて、『気候システムの温暖化は疑う余地がない』と断定しまし

た。さらに、IPCCは、もっとも厳しい緩和努力をもってしても今後数十年間の気候

変動の更なる影響を回避することができないため、『適応は影響への対処において

不可欠である』としています。 

2010 年、国では、気候変動適応に対する意識向上を図るとともに、適応に関する

基本的な考え方を提示し、関係府省や地方公共団体における適応策の検討・実施を

支援することを目的として、「気候変動適応の方向性＊」DDD

8
DDDをとりまとめました。現

時点の科学的知見を踏まえた適応策の方向性として、短期的適応策（10 年以内）、

中長期的適応策（中期：10～30 年、長期：30～100 年）など適応策の類型が示され

たほか、適応策に関する分野共通的な基本事項が述べられています。短期的適応策

とは、例えば海面上昇などへの対策や、狭領域・短期集中型の豪雨被害の増加に対

する危機管理体制の強化、早期警戒システムの整備のことであり、一方中長期的適

応策の具体例としては近年の渇水の頻発に備えた計画的な水道水源開発など、福岡

市にとっても重要性の高い事項が挙げられています。 

今後はこのような指針に即して自治体レベルにおける適正な気候変動への適応策

を実施していくことが重要性を増していきます。 
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２-２  8B8B8B将来に向けた社会的要請～社会の視点から～ 

超高齢化に対応した、インフラ・サービス・社会システムの整備 

 

2009 年、我が国は 65 歳以上の人が総人口に占める割合が 22.7％となり、超高齢社

会*に突入しましたDDD

9
DDD。このような社会では住宅・医療・介護サービスの基盤強化、

地域における高齢者の安心な暮らしの実現など、インフラ・サービス・社会システ

ムを高齢者に向けて積極的に整備していく必要があります。 

2010 年に策定された「新成長戦略＊～「元気な日本」復活のシナリオ～」(以下、

「新成長戦略＊」) では、具体的には、今後、一人暮らしや介護を必要とする高齢者

の増加が見込まれていることから、住宅のバリアフリー化の促進や民間事業者等に

よる高齢者向けのバリアフリー化された賃貸住宅の供給促進等を戦略の一環として

挙げていますDDD

10
DDD。 

福岡市においても、2050 年には人口の 34.3％が 65 歳以上になると予測されており

DDD

11
DDD、超高齢社会＊を迎えることはほぼ確実です。したがって、福岡市においても全国

と同様にこのような社会に対応した社会基盤やサービス・社会システムを実現して

いくことが必要です。 

 

地域社会における行政・住民・企業等の緩やかな連携 

 

長期的かつ総合的な観点から九州圏の今後の発展の基本方向を展望し、九州圏に

おける国土の形成に関して重点的に取り組むべき基本的な対応方針等を示した「九

州圏広域地方計画（2009 年策定）＊」DDD

12
DDDでは、九州圏では豊富な地域資源を活用した

先導的な地域づくりを多数有するとともに、地域の活性化等につながっている事例

も多く、また、地域活動の担い手としては、社会貢献意識の高まり等を背景として、

行政・住民・企業等が緩やかに連携し活動する“新たな公＊”と呼ばれる形態が定着

しつつあるとしています。 

福岡市もこのような視点に立ち、行政・住民・企業、ＮＰＯ・ボランティア団体

等様々な活動主体の成長を支援し、“新たな公＊”を基軸とした地域づくりを推進す

ることにより、住民が自ら住む地域に誇りと愛着を持ち、生活の充実感が得られる

地域社会を実現していくことが求められます。 

 

国際化に対応した人的資源の育成 

 

2010 年に策定された「新成長戦略＊」XXX

10
XXXでは、都市政策、観光、情報通信など多く

の分野で国際競争力を伸ばしていくことを目標としており、また、国際的に活躍で

きる人材の育成を進めることを掲げています。また、そのためには、高等教育にお

いては、奨学金制度の充実、大学の質の保証や国際化、大学院教育の充実・強化、
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学生の起業力の育成を含めた職業教育の推進など、進学の機会拡大と高等教育の充

実のための取組みを進め、未来に挑戦する心を持って国際的に活躍できる人材を育

成するための教育の重要性が指摘されています。 

アジア諸国に近接している福岡市は、その地理的優位性を活かし、積極的に国際

化に対応できる人材を育てていくことが求められています。特に、環境・エネルギ

ー分野をはじめ環境都市づくりに関する技術移転や人材派遣により、アジアの環境

問題の解決に貢献していくことが本市の「環境と共生した持続可能なまちづくり」

のためにも望まれています。 

 

震災後の地域社会 

 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災という未曾有の大災害を受け、同年、「災害に強

い国土づくりへの提言＊」DDD

13
DDDでは、東日本大震災において日本の国土で起きた事象を

分析・評価し、災害に強い国土への再構築を図るという課題について審議し、今後

の基本的な方向性を提示しました。 

具体的には、人口、諸機能が集中する東京などの大都市圏が被災した場合を想定

し、東京圏と同時に被災する可能性の低い地域への諸機能の分散やバックアップの

ための拠点の配置の重要性が改めて確認されました。このような災害時の相互扶助

機能を発揮する地域間連携の実効性を高めるには、通常時からの交流・連携が有効

であり、また、防災協定は国内の地方自治体間のみならず東アジア諸国間とも積極

的に推進・締結することが望ましいとされています。 

また、災害に備えた情報通信基盤の整備や自立分散型のエネルギーシステム＊の導

入が今後の課題であるとされたほか、津波の被害を受けやすい沿岸部から災害リス

クのより低い地域へ、市民を粘り強く誘導していくことも検討されました。 

福岡市を含む九州エリアでも、首都圏やそれ以外の地域で災害が起きた時のバッ

クアップに向けて協力体制を早急に構築するとともに、災害に強い国土づくりを実

行していくことが求められています。 
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２-３  9B9B9B将来に向けた社会的要請～経済の視点から～ 

アジア経済との関係強化に向けて 

 

「新成長戦略*」 XXX

10
XXXでは、日本国内においても、アジアを中心に日本と世界とのヒ

ト・モノ・カネの流れを倍増させることを目標とし、例えば、その流れの阻害要因

となっている規制を大胆に見直すなどの国内改革も積極的に進めるとしています。

2010 年に策定された「九州成長戦略アクションプラン*」DDD

14
DDDでも、九州が地域として

自立的発展を目指す上でアジアとの連携は不可欠であるとし、今後、ますますアジ

アとの事業交流、産業交流を進めていく必要があるとしています。 

九州全体や福岡市でも、これらの目標に沿った具体的な取組みが求められており、

例えば、福岡空港の機能強化、物流の港湾整備、九州新幹線効果の最大限活用など

多様な輸送手段の強化やアジアを中心としたエネルギーインフラシステム、鉄道プ

ロジェクト等の需要を本格的に獲得していくことが望まれています。また、福岡証

券取引所は、2010 年にアジア諸国をはじめとする外国会社の株式の上場を認める措

置を講じたところであり、今後、九州として同取引所へのアジアなど外国企業の株

式の上場の実現を推進するとしています。 

また、アジアにおいては今後急速な発展に伴い環境問題の深刻化も想定される中

で、環境ビジネスの市場規模も拡大していくと推計されています DDD

15
DDD。世界トップレ

ベルにある日本の環境・省エネ技術・ノウハウの普及は喫緊の課題であり、福岡市

も廃棄物埋立技術をはじめ様々な環境都市づくりの技術・ノウハウを有しているこ

とから、環境ビジネスの積極的な展開を図っていくことが望まれます。これらの取

組みを通し、最終的には福岡市も日本の経済成長のエンジンとなる産業・機能の集

積拠点として成長していくことが目標となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-2 福岡市のアジア諸都市への近接性 

出典：福岡市港湾局作成資料(2010年,福岡市) 
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観光の多様化・‘ニューツーリズム＊’の推進 

 

「九州成長戦略アクションプラン＊」 XXX

14
XXXでは、九州の独自性・優位性を生かし、九

州を「東アジアの観光客が気軽に何度でも訪れる国際観光地」とする戦略により、

東アジアの海外旅行客のボリュームゾーン＊を獲得し、日本の観光立国推進に貢献す

ることを目標の一つとして掲げています。また、九州アジア観光戦略特区の実現へ

の取組みとして、これまでの観光資源に限らず、地域の資源や特徴などを活用した

新たな観光資源の発掘や、それを活用した旅行商品の創出や情報発信を推進するこ

とを提案しています。例えば、新たな観光メニューとしては、医療観光やスポーツ

観光、産業観光などが挙げられています。 

国では、国内旅行需要の拡大のためには、旅行ニーズの変化、とりわけ「体験型」

「交流型」旅行のニーズの高まりを踏まえ、地域資源を活用した新たな形態の旅行

商品（長期滞在型観光、エコツーリズム*、ヘルスツーリズム*等の‘ニューツーリ

ズム*’旅行商品）の創出を促進しておりDDD

16
DDD、九州もこのような取組みへの参画を目

指しています。 

福岡市でも、このような動きを踏まえ、環境都市づくりの取組みそのものを資源

の一つとして活用することが望まれます。 

 

九州が一体となった自立的な経済成長 

 

「道州制の九州モデル 中間取りまとめ」DDD

17
DDDでは、国内外の急激な変化に的確に対

応し、21 世紀においても我が国が持続的に発展するための方策として道州制を導入

し、現行の我が国の統治機構や社会の仕組みを抜本的に見直す必要を述べています。

道州制の導入に当たっては、国と地方の間の役割分担の見直しに応じ、国から地方

への権限・財源の移譲と行政組織の解体・再編、再構築が実施されるとしています

が、これにより、①従来国が決定していた政策の多くを地方が決定し、道州内にお

いても住民に身近な政策は市町村が決定することが可能となる、②政策の意思決定

機関が住民に近くなり、道州や市町村は、住民の要求を政策に的確に反映し、迅速

に実施することが可能になる、といった利点があります。また、道洲制の導入によ

り、医療制度の充実・人材育成や環境保全のほか、対東アジア戦略や、広域的産業

戦略、産業集積や九州独自の雇用政策など様々な分野において地域独自の制度を発

展させることが可能になると言われており、九州の自立的な経済成長につながると

考えられます。 

福岡市もこうした道州制導入などの動きを踏まえ、九州全体の発展を念頭におい

た都市づくりを行うことが望まれます。 
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    第第３３章章    

福福岡岡市市のの今今～～新新世世代代環環境境都都市市にに向向けけ強強みみをを伸伸ばばしし弱弱みみをを克克服服～～  

 

 

３-１  10B10B10B新世代環境都市を構築するために 

新世代環境都市ビジョンでは、社会・経済と環境の統合的向上による新たな価値の創

出を目指しつつ、2050 年の将来の姿を描くことを目指していることから、環境だけでな

く、環境を取り巻く、「社会」「経済」についても伸ばすべき強みや、克服すべき弱み

を見極めることが重要となります。したがって、本章においても、新世代環境都市を構

築するため、出発点である現状について、環境・社会・経済の観点から強み・弱みを把

握しています。 

 

３-２  11B11B11B“環境”からみた福岡市の強み・弱み 

 

都市構造・都市交通 

 

福岡市は、北は玄界灘に臨み博多

湾を擁する一方で、南は脊振山地、

東は三郡山地に囲まれており、市街

地は中央部の都心を中心に博多湾沿

岸及び南東部に向かって広がり、多

核連携型の都市構造を形成していま

す。交通網については地下鉄等の鉄

道とあわせてバス網が発達しており、

都心への公共交通機関利用による

30 分圏域が 1998 年の約 114km2 か

ら 2007 年には約 131km2まで拡張す

るなど公共交通ネットワークの充実が進んでいますDDD

1
DDD。例えば博多駅から福岡空港へ

の所要時間は僅か 5 分であり、福岡空港から上海や東京までは 90 分で到達するDDD

2
DDDな

ど市内外へのアクセス性の高さは強みです。さらに、地下鉄七隈線の延伸など公共

交通機関のさらなる利便性向上に向けた取組みが進められています。通勤・通学、

ショッピングや文化などの「楽・住・職」が市の中心から半径 20 キロメートル程度

の都市圏の中でほぼ完結しておりDDD

3
DDD、都市機能が集約したコンパクトな都市構造は、

近距離移動に適した電気自動車の導入や、周辺市町村から福岡市（都心部）への移

図3-1 公共交通機関利用による30分圏域の範囲
出典：『福岡市都市交通基本計画』の見直しについて《都市

交通基本計画の方向性(案)》（2009 年,福岡市） 



          第第３３章章  

18 

動に対するパークアンドライド＊等の施策の導入に適していると言えます 3。 

しかしながら、実際の市民のライフスタイルをみると、市域全体では自動車利用

の割合が増加しており、他の政令市と比較しても、自動車への依存が高い都市とな

っています。その結果、市域における二酸化炭素排出量のうち運輸部門の排出量が

約 3 割と高い割合となっています 1。また、交通インフラの整備に伴い改善しつつあ

るものの、依然として都心部を中心として市内各所で交通渋滞が発生しています 1。 

そのほか、バス停から離れた地域や、丘陵地などにおいても高齢化などに伴いバ

ス停までの移動に不便さを感じるなど、生活交通の確保も課題となっています。 

暮らしの安全・安心

という観点から見ると、

大地震の可能性、犯罪

件数の多さ、交通事故

の多さなどが弱みとい

えます。福岡市は玄界

灘から福岡平野にかけ

て活断層帯である警固

断層帯を有し、特に南

東部では 30 年以内に

M7.2 程度の地震が発

生する確率は 0.3～6％

と、日本の主な活断層

の中では確率の高いグ

ループに属していますDDD

4
DDD。 

 

住宅・建築物 

 

福岡市全体での住宅状況を

みると、集合住宅の割合が約 7

割と他都市と較べても高く（図

3-3）、また、建替え時期が近

づいている築 30 年以上の建物

も少なくありませんDDD

5
DDD。 

また、天神エリア、博多駅エ

リアなどを含む業務・商業の集

積している都心部においては建

替え時期や設備の更新時期を

迎えた大規模な民間ビルが多く

あります。警固断層附近の新築

図 3-2 警固断層位置図 
出典：福岡市耐震改修促進計画(案)（2008 年,福岡市） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

札幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

東京都区部

川崎市

横浜市

新潟市

静岡市

浜松市

名古屋市

京都市

大阪市

堺市

神戸市

岡山市

広島市

北九州市

福岡市

一戸建 共同住宅

図 3-3 都市における一戸建て住宅と共同住宅の割合 

（住宅数ベース） 
出典：「第１回福岡市環境・エネルギー戦略有識者会議 資料 1-4」

（2011 年,福岡市） 



          第第３３章章      

19 

の高層建築物について耐震強化が条例化されたことや、2012 年 7 月から『再生可能

エネルギー固定価格買取制度』がスタートしたことなどに伴い、耐震化意識や環境

問題に対する市民意識が高まってきており、自律分散型のエネルギーシステム＊＊の

導入に絶好の機会であるといえますDDD

6
DDD。 

 

エネルギー・環境技術 

福岡市における CO2 排出量（推計値）は、部門別では、民生及び運輸部門の占め

る割合が高く、運輸部門では、特に自動車からの排出量が多いことが特徴です。ま

た、民生及び運輸部門における一人あたりの CO2排出量は約 3.98ｔ－CO2／人と、同

部門での全国の値（国民一人あたり約 4.76ｔ－CO2／人）よりも低くなっています。 

    （一人あたりの CO2排出量は、図３－４の総排出量を人口7、8で除して計算） 
 

 
 

    また、再生可能エネルギー等の導入に関して、  

福岡市内は風力発電の導入ポテンシャルが低い 

ことや、メガソーラー＊設置のための広大な土地 

の確保が困難であることなど課題もありますが、 

市内には水素をはじめとした最先端の環境技術  

の発信拠点である九州大学などの研究機関や、 

低炭素型都市づくりのモデル地区であるアイラン  

ドシティがあります。 

このようなエネルギー分野の技術発展が進み 

やすい環境が整っていることにより、風レン    

ズ風車＊の実証実験や、最新技術を備えたスマート

ハウスの展示、「CO2 ゼロ街区**」といった先行

的な取組みが実施されています。 

 

 

 

図 3-4 二酸化炭素排出量の部門別内訳（2009 年度） 

        出典：平成 23 年度版 ふくおかの環境（環境に関する年次報告書）（2011 年,福岡市） 

図 3-5 風レンズ風車＊の特徴 
出典：福岡市「緑の分権改革」推進

事業概要版（2012 年,福岡市）

**CO2ゼロ街区： (平成 24 年 10 月まちびらき 戸建住宅 178 戸) 

アイランドシティのまちづくりを先導するモデルとして、創エネ（太陽光発電、燃料電池）・省エネ

（断熱対策、LED 照明等）に関する最新機器の集中的な導入や街区全体の「見える化」による意識の

向上などにより、街区全体で CO2排出量をゼロにする「CO2ゼロ街区」を形成するもの。 

**自律分散型のエネルギー（システム）： 
地域で、再生可能エネルギー等の分散型エネルギーやエネルギー貯蔵システムを複数組み合わせ、エネルギ

ーの需要と供給のバランスを制御するエネルギーマネジメントシステムのこと。分散型エネルギーとしては、

太陽光や風力などのほか、排熱などの未利用エネルギーも含み、必要なエネルギー需要を「自律的」に満た

すことができるシステムである。ここでは、必ずしも外部からの系統電力を排除するものではない。 
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自然環境 

 

福岡市は政令指定都市

の中で第 3 位の長さの海

岸線を有し DDD

9
DDD、自然海岸

も多く残されています。

博多湾は豊かな生物相を

有しており、希少生物で

あるカブトガニの生息や、

クロツラヘラサギの飛来

も見られます。さらに、

湾内に位置する博多漁港

は全国有数の取扱高を誇

っておりDDD

10
DDD、豊かな海の

恵みを背景に、活気ある

漁港となっています。福

岡市にはこれらの豊かな

自然環境があり、それが

強みといえます。 

一方で、博多湾は閉鎖性が強い海域であることから、都市の汚濁負荷を一手に引

き受けるという弱みがあります。水質は徐々に改善してきていますが、有機汚濁の

指標である化学的酸素要求量（COD）は環境基準未達成であり、近年は赤潮の長期

化や夏場の一時期に場所によって発生する貧酸素水塊＊など、博多湾の生態系への影

響が懸念されています。 

福岡市全体としてみると、脊振山のような森林生態系、室見川・那珂川・多々良

川などの河川生態系、それら河川沿いに残る農地生態系、玄界灘や博多湾などの海

洋生態系、それらに沿って形成する干潟や砂浜などの沿岸生態系など、多種多様な

生態系を有しています。九州大学の伊都キャンパスでは生物多様性の保全緑地を設

定するという生物多様性保全への取組みも行われています。 

しかしながら、全市域の緑被率は減少の一途をたどり、特に、都心部や臨港地区

での緑被率は低く、5％以下の場所も存在しDDD

11
DDD、福岡市民の「身近なみどり」への満

足度は約 3 割と、決して高いとはいえませんDDD

12
DDD。また、里地里山では、管理の担い

手の減少や宅地化などにより、明るい林や水田などの二次的自然が減少し、生物多

様性も低下しています DDD

13
DDD。さらに、本来福岡市民の消費をまかなうためには、農地

（耕作地）は市域面積の約 8.5 倍、森林は市域面積の約 6.6 倍が必要という試算もあ

り 13、人口約 146 万人（2010 年時点）を抱える福岡市は、農産物等、生物多様性か

らの恵み（供給サービス）を市外に依存せざるを得ない状況となっています。 

図 3-6 自然海岸の位置等  
出典：生物多様性ふくおか戦略（2012 年,福岡市） 
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ごみとリサイクル 

 

福岡市の人口は増加

しているにもかかわら

ず、ごみの処理量は

年々減っており、2010

年度は 2002 年度と比

較して約 18％削減と

なっています 12。また、

福岡市はごみの夜間戸

別収集など効率的かつ

独自のごみ処理システ

ムを有しているほか、

家庭ごみの分別数を少

なくすることで、収集運搬コストを抑えるだけでなく、市民の分別負担を軽減する

観点からの強みもあります。また、ごみのリサイクル率は年々着実に上昇しておりDDD

14
DDD、

2010 年度では 29.9％となっています。 

また、ごみの埋立については福岡大学と共同で開発した準好気性埋立構造「福岡

方式＊」を採用していますが、その特長として構造が簡単で低コストであることから

海外への技術移転も行っており、温室効果ガスの排出削減など環境改善効果が国連

CDM 理事会で認められるなど、世界的評価も得ています。 

 

水資源 

 

地形的に水資源に恵まれないという特徴を有する福岡市では、異常渇水による長

期間にわたる給水制限の経験を有し、ダム建設だけでなく、海水淡水化による水の

確保を行うほか、水の安定供給を図るために配水調整システム＊の導入や漏水防止調

査、節水意識の啓発・広報などハードからソフトまで幅広い取組みを行い、市民・

事業者・行政が一体となって、節水型都市づくりに取り組んでいます。また、「再

生水利用下水道事業」に取り組んでおり、下水処理水を再生水としてトイレの洗浄

用水や樹木への散水用水に利用しています。こうした様々な節水施策の実施により、

１人当たりの使用水量が全国平均、大都市平均よりも大幅に低く、また、施設面に

おいても配水の効率性を示す有収率が高い水準となっていますDDD

15
DDD。 

 

 

 

 

図 3-7 ごみ処理量の推移 
出典：「平成 23 年度版ふくおかの環境」より作成 （2011 年、福岡市） 
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（平成 21 年度決算） 

 福岡市 
都及び 

指定都市
全国平均 

１人１日当たり

有収水量（ﾘｯﾄﾙ） 265 316 310 

有収率（％） 95.9 92.7 90.0 

注）平均有収水量＝1 日平均有収水量/現在給水人口 

 

都市の安全・安心 

 

人々の暮らしの基盤となる都市環境面では、沿岸地域であることや人口が集中し

ている都心部を有することなどの特徴から、これまでも様々な課題がありました。 

例えば、実際に 1999 年 6 月と 2003 年 7 月には、梅雨前線による記録的な豪雨に

より博多駅周辺地区で地下が浸水しました。また、2009 年 7 月の中国・九州北部豪

雨では、市内各所で家屋の床上・床下浸水が発生するなど、近年では都市型水害の

リスクが高まっています。 

大気環境における課題としては、天神測定局において二酸化窒素が、環境基準を

達成していない年度もあること、光化学オキシダントが同じく環境基準を達成して

いないこと 12が挙げられます。 

近年は、全国的に熱中症の増加が問題化している中で、福岡市でも毎年熱中症の

患者数が一定数見られます DDD

16
DDD。都心部を始めとする中心市街地附近では、空調や自

動車の使用に伴うエネルギー消費や発熱量の増加によって、ヒートアイランド現象*

を引き起こしており、都市の気温上昇による熱中症患者への影響が懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 22 年度版 福岡市水道事業統計年報（2010 年,福岡市）、「平成 21 年度 水道事業経営指標（2009 年,総務省）

表 3-1 1 人 1 日当たりの有収水量 

図 3-8 福岡県福岡市の熱中症累積患者数 
出典：熱中症患者速報（2012 年取得,国立環境研究所 HP） 

熱中症累積患者数 
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アジアの環境との関わり 

 

福岡市では、ごみの埋立技術である準好気性埋立構造「福岡方式＊」の技術移転に

係る国際協力として、アジア太平洋地域等からの視察・研修生の受け入れ事業など

を継続的に実施しています。 

また、福岡市は地理的にアジア諸都市に近く、この近接性により大陸からの影響

を受けやすい環境にあり、大陸から飛来する黄砂や大気汚染物質による健康被害や

市民生活への影響なども懸念されるという弱みを有しています。2011 年には福岡市

黄砂影響検討委員会により、福岡市黄砂に関する市民意識調査が実施され、黄砂に

より「車や自転車が汚れた」（78.8％）、「視界が悪かった」（68.5％）、「洗濯物

が汚れた」（55.0％）と、黄砂による日常生活への影響が見られたほか、黄砂飛来に

より体調の変化を感じる人も 27.3％に上り、健康への影響も懸念されていますDDD

17
DDD。 

一方で、使用済みの紙おむつの再資源化に関する研究が進められており、その際

生じる高分子系の残渣を土壌改良材として使用するなど、アジアの砂漠を緑化する

技術の開発が期待されます。 

 

 

 

 

 

図 3-9 黄砂飛来時に体調の変化を感じることがある福岡市民割合  
出典：「福岡市黄砂影響検討委員会 第２回委員会資料」 

（2011 年,福岡市黄砂影響検討委員会） 

黄砂飛来時に体調の変化を感じることがあるか（対象：本人）　全体　サンプル数=556人

42.1% 29.1%27.3%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない わからない 無回答
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３-３  12B12B12B“社会”からみた福岡市の強み・弱み 

人口構成の変化 

 

現在福岡市は大

都市の中で最も若

者の割合が高く、

都市の活力の一因

になっていますDDD

18
DDD。 

しかし、福岡市

でも高齢化は着実

に進行していくこ

とが予測されてお

り、現時点でも高

い高齢化率となっ

ている地域もあり

ますDDD

19
DDD。また、年

少人口率*も緩や

かに減少していま

すXXX

18
XXX。 

なお、市内では

アクティブエイジ

ング*の取組みと

して、高齢者にや

さ し い 自 動 車 

（ 電 気 自 動                                    

車）の開発プロジ

ェクトが進行して

いるなど、高齢者を意識した取組みがすでに開始されています。 

こうした取組みを実施することにより、今後の高齢化社会に備えるだけでなく、

中国をはじめ、特に高齢化が進むアジア諸国に対する先駆的なモデルを構築するこ

とが期待されます。 

 

人的資源 

 

福岡市は、全国でも転入転出者数が多く、また、交流人口の多い都市ですDDD

20
DDD。 

また、人口に占める学生数の割合が大都市中でも京都、東京都区部に次いで多くDDD

21
DDD、

留学生の人口も増加傾向にあります DDD

22
DDD。福岡都市圏には多くの大学・短期大学や専
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全体若者率

女性若者率

総人口に占める若者率（15歳～29歳）と女性の割合【大都市比較】（2010年）

(％)

図 3-10 大都市の総人口に占める若者率(15 歳～29 歳)と女性の割合 
出典：「平成 22 年度国勢調査結果」（2010 年,政府統計）より作成 
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修学校があり、次の時代を担う人的資源が集積しています 2。このような、大学、研

究機関が多いという強みを生かすことで、福岡市の将来の環境都市づくりに役立つ

人材を多く輩出できると考えられます。さらに、アジアをはじめとした国際的な人

材資源育成にも貢献できる、人材育成の場として福岡市の存在感を高めることもで

きます。 

しかしながら、市全体で見ると 2000 年から 2009 年の約 10 年の間に 1 万人の学生

が減少しているという状況があります 22。また、九州の学生の 7 割は地元九州での

就職を希望しているにもかかわらず、福岡都市圏の理工系学生の 6 割が地元九州以

外に就職しているという現実があり 2、若手人材を受け入れる企業が市内に不足して

いることが考えられます。福岡市が今後環境都市として発展していくためには、理

工系、情報系を含む優秀な若い人材の定着が必要です。 

 

食文化と歴史をささえる都市ブランド 

 

博多を中心とした福岡市は古くからアジア有数の国際都市として繁栄し、多くの

博多の豪商達が海外に雄飛していました。現在でも、脈々とその気風は受け継がれ、

国内外からの多くの人が集まる、アジアに開かれた国際交流都市です。 

こういった人々を惹きつける福岡市の強みとしては、海の幸・山の幸が豊富にと

れ、新鮮な食材が手に入りやすいこと、もともとなかった食文化を取り入れ工夫し

て地元の名物とすることに優れているなど、豊かで多彩な食文化が挙げられます。

また、板付遺跡などの史跡のほか、博多人形・博多織などの伝統技術や民俗芸能な

図 3-11 大都市の人口に対する学生の割合 
出典：「ふくおかの統計 平成 23 年 9 月号特集 大学等進学率の上昇続く 

～平成 23 年度学校基本調査速報結果～」（2011 年、福岡市）より作成 
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ど有形・無形の文化財が数多く残されており、例えば博多どんたく港祭り、博多祇

園山笠などの伝統的な祭りには毎年多くの観光客が訪れています。 

また、市民へのアンケート調査でも約 9 割の回答者が「住みやすい」、「住み続

けたい」と回答していますDDD

23
DDD。福岡市の住みやすい理由としては、買い物の便利さ、

新鮮でおいしい食べ物の豊富さ、自然環境の豊かさなどが挙げられており、イギリ

スの雑誌モノクルにおいて食事と買い物では日本の首都の東京を上回ると紹介され、

最も住みやすい都市の 20 位以内にランキングされるなど、市内外から都市の住みや

すさに対する一定の評価が得られていますDDD

24
DDD。 

また、2011 年に発表された世界の都市総合力ランキングでも、就業環境、住居コ

スト、安全・安心、都市生活機能を指標とした「居住」面において、世界の主要都

市 35 都市の中でも上位に格付けされていますDDD

25
DDD。 

このように、総合的に住みやすく満足度も高いことは福岡市の強みであり、今後、

「新世代環境都市」として福岡のよさをアピールしていく際においても、プラスの

効果をもたらすと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12 福岡市に住みやすい、住み続けたい人の割合 
出典：「平成 22 年度市政に関する意識調査」 （2010 年,福岡市） 
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３-４  13B13B13B“経済”からみた福岡市の強み・弱み 

産業構造 

 

福岡市の産業構造として市内総生産（平成 21 年度福岡市民経済計算）を見ると、

サービス業が 31.8％、卸売業・小売業が 27.3％となっておりDDD

26
DDD、これらが 2 大基幹

産業であることがわかります。貿易額(輸出・輸入額)はこの 25 年で 8.5 倍、10 年間

で 1.5 倍に増加しているほかXXX

24
XXX、平成 22 年の福岡空港の国内線における貨物取扱量

は 19 万トンと東京国際空港、新千歳空港、那覇空港に続く国内第４位の規模DDD

27
DDDであ

り、産業面での強みといえます。 

また、福岡市の知識創造型産業の集積は比較的高く、特に高等教育に関わる分野

の集積とIT分野の集積が高いXXX

22
XXXことが明らかになっています。 

そのほか、支所・支社・支店の割合が多いことや、製造業が少ないことも福岡市

の産業構造の特徴です DDD

28
DDD。支所・支社・支店が多いことは、人の交流が活発で常に

新しい人材や考えが入ってくる点は強みですが、流動性が高いことは地域に根ざし

た環境都市づくりを進めていく上では、弱みになる可能性もあります。 
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図 3-13 大都市における支所・支社・支店の割合 
出典：「平成 18 年事業所・企業統計調査」 (2006 年,総務省)より作成 
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国際性 

 

福岡市は、日本において

最も早い時期に「アジアの

成長活力」に着目し、「ア

ジア」を意識した政策を展

開し始めた都市であり、ア

ジア太平洋都市サミットを

はじめ、アジア文化賞、ア

ジアマンスなど様々な交流

事業を行い、アジアの玄関

口・ゲートウェイという国

際都市としての認識とイメ

ージを浸透させてきました。

実際に国際会議の開催件数

は、東京 23 区に次いで 2

位であり XXX

24
XXX、アジア太平洋フェスティバル福岡の開催を行うなどアジアと福岡をつな

ぐ具体的な取組みも数多く行っているという強みを有しています。 

しかし、地理的にアジアに近いにもかかわらず、アジア・中国における認知度は

国内の他都市と比較して、高くはありません。今後のアジア諸都市との環境面での

更なる交流や環境ビジネスの展開を考えた場合、存在感の向上が課題となります。 

 

環境を生かしたビジネス 

 

福岡市は、廃棄物埋立技術「福岡方式＊」をはじめ、効率的な夜間戸別収集、ごみ

発電などの廃棄物処理システムや、渇水を教訓とした節水型都市づくりなど様々な

ノウハウを既に培っており、これらの市内の環境シーズ（ポテンシャル）は強みで

あるといえます。ただこれまでは、「環境ビジネス」という視点は余りなく、これ

らを国際展開するための体制が構築されているとはいえない点が現状での弱みとな

っています。 

現に、ベトナム、インド、インドネシアなどアジアの諸国では大気汚染、水不足、

水質汚濁、ごみ処理、気候変動への対応などのニーズがあります。 

今後、福岡市は、これまでの国際貢献としての技術移転に加えて、「環境」をビ

ジネスの機会としても捉えていくことで、環境保全と経済成長とが両立し、好循環

を生み出す持続可能な社会へと転換する好循環を作り出していくことができると考

えられます。 

 

図 3-14 国際会議開催トップ 5 都市・開催数推移 
出典：日本政府観光局より作成 
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